
JDS とは
人材育成奨学計画（The Project for Human Resource Development Scholarship：通称 JDS）とは、
政府の「留学生受入 10 万人計画」の下、1999 年度に設立された無償資金協力による留学生受入事業です。
2020 年度には 16 ヵ国から 300 名を超える留学生を受け入れ、これまでに来日した留学生は、修士課程
と博士課程合わせて 5,000 名を超えます。

JDS
The Project for Human Resource Development Scholarship

人材育成奨学計画

二国間パートナーシップの強化二国間パートナーシップの強化

世界に拡がる JDSの輪世界に拡がる JDSの輪

��開発課題の解決に貢献する�開発課題の解決に貢献する�
リーダーの育成リーダーの育成
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北海道大学

東北大学

筑波大学

慶應義塾大学
国際基督教大学
上智大学
政策研究大学院大学
東海大学
東京工業大学
東京国際大学
東京大学
東京都立大学
東京農工大学
東洋大学
一橋大学
明治大学
立教大学
早稲田大学

埼玉大学

横浜国立大学

福井大学

名古屋大学
豊橋技術科学大学

京都大学
同志社大学
立命館大学

立命館アジア太平洋大学

新潟大学
長岡技術科学大学

石川県立大学

大阪大学

神戸情報大学院大学
神戸大学

鳥取大学

広島大学

山口大学

熊本大学

九州大学

長崎大学

宮崎大学

国際大学

JDS は、2020 年に 20周年を迎え、5,000 名を超える留学生が日本で学んでき
ました。留学生が日本で学ぶ意義は、日本の近代化の経験を学べる事にあります。
日本は、非西洋から先進国となった最初の例であり、伝統と近代を両立させ、自由
で平和で豊かな民主的な国を作り上げた、途上国の発展のベストモデルの一つです。
この考えから、JICA は 2018 年に「JICA 開発大学院連携事業」を開始し、開発
途上国の未来と発展を支えるリーダーとなる人材を日本に招き、欧米とは異なる日
本の近代の開発経験と、戦後の援助実施国（ドナー）としての知見の両面を学ぶ機
会を提供しています。本事業は、JICA が実施してきた留学生受入事業を包括する
もので、JDSはその中心をなす事業の一つです。
JDS留学生には、各専門分野の大学院で学んでいただくとともに、「JICA開発大
学院連携」事業を通じて体系的に日本の経験を理解する機会を提供しています。日
本で学んだ行政官が帰国後リーダーとなり、信頼できる日本のパートナーとして活
躍すること、そして相手国と日本との関係が中長期的に維持・強化されることを期
待しています。今後は、日本に留学してよかったと言ってもらえるよう、プログラ
ムや帰国後のフォローアップ活動を充実させるなど他留学事業との差別化を図り、
より魅力的な事業を展開していきます。

独立行政法人 国際協力機構（JICA）

理事長　北 岡　伸 一

日本のパートナーとして世界中に懸け橋を日本のパートナーとして世界中に懸け橋を

受入実績のある大学（計 41 大学）



2

JDS は 2000 年の初来日以来、2020年度末時点におJDSは 2000 年の初来日以来、2020年度末時点にお
いて累計18ヵ国いて累計18ヵ国（※1）（※1）より計5,029人の留学生を迎え、より計5,029人の留学生を迎え、
JDSの輪は世界各国に広がっています。JDSの輪は世界各国に広がっています。世界に拡がる JDS の輪世界に拡がる JDS の輪日本のパートナーとして世界中に懸け橋を日本のパートナーとして世界中に懸け橋を

集合研修では、全国から JDS 留学生が一同に
会し、留学生間のネットワーキング強化、帰
国後の活躍に向けた意識醸成を図ります。

初の JDS 留学生来日 帰国生初の大臣となった法務大臣（在任期間：2016
年～ 2018 年）のアフメトフ・ウラン・トゥロンディ
エヴィチ氏（キルギス）

 スリランカ

 ネパール

 パキスタン

 バングラデシュ

 ブータン

 モルディブ（※ 2）

 ガーナ

 ケニア（※ 2）

 モンゴル

 中国（※ 1）

南アジア南アジア

752 人752 人

東アジア東アジア

798 人798 人
中央アジア中央アジア

666 人666 人

アフリカアフリカ

78 人78 人

 ウズベキスタン

 キルギス

 タジキスタン

 カンボジア

 東ティモール

 フィリピン

 ベトナム

 ミャンマー

 ラオス

 インドネシア（※ 1）

※ 1 �インドネシアは 2006 年に、中国は 2012 年に受け入れが終了。
※ 2 �2021 年度からの受入予定国。中南米については 2021 年度受

入予定人数を記載。

東南アジア東南アジア

2,735 人2,735 人

 エルサルバドル

中南米中南米

7 人7 人（※ 2）（※ 2）

2020 年度 地域別受入実績数（累積）

20202020 年年  

留学生来日  留学生来日  5,0005,000 人 突破人 突破

20142014 年年  

留学生来日  留学生来日  3,0003,000 人 突破人 突破
20062006 年年  

留学生来日  留学生来日  1,0001,000 人 突破人 突破

JDS のあゆみ

「留学生支援無償事業」として創設
1999 年 初回留学生来日

2000 年 名称を「人材育成支援無償（JDS）」に変更
2007 年

初の JDS 帰国生同窓会設立（バングラデシュ）
2010 年

アフリカから初来日（ガーナ）
2012 年

名称を「人材育成奨学計画（JDS）」に変更
2015 年

博士課程の受入開始
集合研修の導入

2017 年
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開発課題の解決に貢献する開発課題の解決に貢献する
リーダーの育成リーダーの育成

JDS は、開発途上国の優秀な若手行政官等を本JDSは、開発途上国の優秀な若手行政官等を本
邦大学院に迎え、社会・経済開発計画の立案・邦大学院に迎え、社会・経済開発計画の立案・
実施に係る専門知識を身につけてもらうこと実施に係る専門知識を身につけてもらうこと
で、開発課題の解決に寄与します。で、開発課題の解決に寄与します。

受入分野
JDS による協力が有効と考えられる各国の
優先分野・開発課題に対し、4 年間の受入
計画を策定し継続的に留学生を迎えます。

受入大学
事業開始以来、総計 41 の大学が JDS 留学
生を受け入れています。国内においても強固
な JDS ネットワークが構築されるとともに、
日本の大学の国際化にも貢献しています。

経済経済
145 人145 人

21.3%21.3%

工学工学
141 人141 人

20.7%20.7%
教育教育
20 人20 人
2.9%2.9%

保健保健
22 人22 人
3.2%3.2%

農業農業
52 人52 人
7.6%7.6%

学位取得者学位取得者
98.798.7%%

JDS 留学生

学位取得者
88.9%

※『外国人留学生学位授与状況調査』（JASSO）より

不成業者
11.1%

日本の外国人留学生※

（修士課程）

JDS 事業全体の学位取得率は対象
国別にみても 95.9% ～ 100% の範
囲にあります。日本全体の外国人留
学生学位取得率（修士課程）と比較
しても、高い水準を保っています。

高い学位取得率

JDS 留学後は、日本留学中に取得した研究スキルを活か
して事業プロポーザルを作成し、UNICEF や WHO など
から事業資金を得ることができました。結果、州レベル
の予防接種事業を拡充させ、2 歳児のワクチン接種率を
10％程改善することができました。

ユージーン・オセイ・イェボー氏
出身：ガーナ
留学先：�長崎大学大学院熱帯医学・グローバル

ヘルス研究科
留学期間：2016 ～ 2018 年
所属：�ガーナ保健サービス局 保健サービス郡局長

シーカ・フスネ・アラ氏
出身：バングラデシュ
留学先：国際大学国際関係学研究科
留学期間：2007 ～ 2009 年
所属：�バングラデシュ銀行 銀行規制・政策局 

ゼネラルマネージャー

帰国後に主要メンバーとして携わった Internal Credit 
Risk Rating System（ICRRS）の運用では、留学中に得
た知見や JDS 帰国生からの情報が役に立っています。同
システムがうまく機能すれば、国の債務不履行に係るリ
スクを下げることができるため、大きな期待が寄せられ
ています。

法・行政法・行政
300 人300 人

44.1%44.1%

ガーナの子どもの健康改善に貢献 国家の財政健全化を目指して

受入分野ごとの滞在中留学生数（2020年 5月時点）

対象国における女性行政官の割合は
平均 40.2%。対象国の約半数におい
て受入留学生に占める女性の割合が
上昇しており、女性行政官の人材育
成への貢献度合いを高めています。

女性行政官の活躍に貢献

女性女性
67.567.5%%

男性男性
32.532.5%%

ミャンマー

女性女性
62.862.8%%

男性男性
37.237.2%%

モンゴル

受入留学生に占める男女比率

平均 40.2%平均 40.2%

JDS 帰国生に占める管理職の割合
はバングラデシュで 97%、タジキ
スタンで 70% 以上と非常に高く、
リーダー育成に寄与しています。

リーダー育成に寄与

ミャンマー キルギス

1.9%
6.8%

7.9%
26.7%

局長級以上の割合の変化
(2014 年度と 2019 年度比較）

管理職管理職
60.760.7%%

非管理職非管理職
39.339.3%%

JDS 留学生
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日本語・日本文化への理解深化（来日前）
JDS 留学生としての意識醸成とともに、来日前オ
リエンテーションでは、日本語研修や日本に関する
講義を提供し、留学生活の円滑なスタートに役立っ
ています。

つながりの維持・発展（帰国後）
JDS 留学生は、自国で帰国報告会を開催し、学業
成果の発表を行います。報告会には所属機関の職員
や日系企業、JDS 帰国生も参加し、自国での縦横
のネットワーク強化につながっています。
各国の JDS 同窓イベントとして、記念式典や写真
展、ネットワーキングイベントが頻繁に開催され、
JDS ネットワークを維持拡大する場となっていま
す。

JDS 留学を通じた日本との絆の深まり
JDS 留学生の帰国後の日本とのつながりを表す評価はいずれも高く、
JDS 事業への参加により、親日感情が深まっていることがわかります。

豊富なネットワーク構築の機会（留学中）
JDS 留学生と日本の行政官とが幅広い意見交換を
行い、お互いが長期的な関係を構築することを目的
として、若手行政官の交流会を実施しています。
その他、集合研修や
大 学 で の 特 別 提 供
プログラムを通じ、
ネットワーク形成の
機会を豊富に提供し
ています。

日本の行政官との交流会

（上）ラオスで開催された「JDS20 周年記念式典」
（左下）バングラデシュでの「Sugoi Japan」写真展
（右下）ラオスでの帰国報告会

JDS は留学生受け入れを通じ、日本国内のネットワーJDSは留学生受け入れを通じ、日本国内のネットワー
クに加え、帰国後に当該国の中核人材となる行政官とクに加え、帰国後に当該国の中核人材となる行政官と
の人的パートナーシップを構築します。の人的パートナーシップを構築します。

二国間パートナーシップ二国間パートナーシップ
の強化の強化

ネパールでは、JDS 帰国生向けの公式な同窓会がないため、帰国
生同士がお互い学び合えるようなプラットフォームを構築したい
と思っています。
JDS を通じて、大学の先生、日本人学生、そして 15 ヵ国以上の
留学生と交流でき、それが私自身の財産になっていると感じます。
同窓会ネットワークを通じ、帰国後も他国の行政官との学び合い
を継続することで、行政官としての能力を向上していきたいです。

 サプコタ・アンジャン・ラージ氏
出身：ネパール
留学先：九州大学大学院法学研究院
留学期間：2020 ～ 2022 年
所属：ネパール最高裁判所　国際関係連携班 次席登記官

ネパールで初めての JDS留学生
プラットフォーム構築を目指して

コーサ・ザイガム・アッラー氏
出身：パキスタン
留学先：国際基督教大学大学院アーツ・サイエンス研究科
留学期間：2019 ～ 2021 年
留学前の所属�先機関：パキスタン監査総局

パキスタン鉄道 副財務アドバイザー兼主計長

私は車いすを利用しています。日本では殆どの施設がバリアフ
リーであることに驚き、また、駅で困っていた時に通りがかりの
方が声を掛けてくれただけでなく、目的地まで案内してくれまし
た。日本人は障がい者や外国人に対してインクルーシブであるこ
とに強く感銘を受けました。また、日本人行政官の仕事に対する
姿勢にも学ぶところが多くありました。帰国後には、若手行政官
対象に短期間でも日本での研修機会が持てるよう提案を行いたい
と思っており、また日本文化に関する本を執筆し、日本の良さを
パキスタンの行政官や一般に広く伝えたいと考えています。日本
で過ごす機会を持てたことに心から感謝しています。

多様性を認め合う日本人の姿を
母国の人々にも伝えたい

『人材育成奨学計画（JDS）事業の効果検証』基礎研究報告書（JICA）より

全く感じない 強く感じる

日本人・日本
に対する信頼 4.69

4.66

4.60

日本の社会・
文化への理解

日本人と一緒に
働くことへの興味

1 2 3 4 5
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JDS 留学生のJDS 留学生の
躍進躍進

多くの JDS 留学生が帰国後、政府の中枢において社会・経済開発上の課題を解決多くの JDS 留学生が帰国後、政府の中枢において社会・経済開発上の課題を解決
する中核人材として活躍するとともに、現役留学生も大学や地域において様々な成する中核人材として活躍するとともに、現役留学生も大学や地域において様々な成
果を出しています。JDS帰国生を対象とした大規模調査からは、日本留学によって果を出しています。JDS帰国生を対象とした大規模調査からは、日本留学によって
分析能力、発言力、問題解決能力、指導力、自国の課題への気づき、交渉力等の能分析能力、発言力、問題解決能力、指導力、自国の課題への気づき、交渉力等の能
力が向上するとともに、親日感情が深まっていることが明らかになっています。力が向上するとともに、親日感情が深まっていることが明らかになっています。

JDS 留学で培った幅広い知識と献身的な勤務姿勢が仕事に活かされているV
IE

T
N

A
M

  留学での学び
新潟大学では競争法や消費者保護法について学びました。
経済法の分野は当時のベトナムではとても新しい考え方
であったため、日本の法律を分析することは非常に有益
でした。

  帰国後の仕事
帰国後間もなく、諸外国における消費者保護法の現状に
関する研究プロジェクトに参加し、留学中に学んだ知識
を早速活かすことができました。その研究成果はベトナ
ム初の消費者保護法の制定につながりました。
帰国 3 年後には所属先研究所の民法・経済法研究部門の
副部長になりました。この昇進には、私が日本留学で得
た幅広い最新知識とともに忍耐力や献身といった勤務姿
勢が評価されたものと思っています。

留 学 先：新潟大学大学院実務法学研究科
留学期間：2002 ～ 2004 年
所　　属：司法省 司法研究所 所長

グエン・ヴァン・クオン氏

ゼミでの経験が自分の視野を広げ、国策づくりにつながっているTA
JIK

IS
TA

N

  留学での学び
留学中、観光産業の現場を見学し、事業に携わる人々の
考えに触れるとともに、教授含めゼミのメンバー皆で夜
遅くまで議論したことは大変有意義な経験でした。この
経験は、母国で観光政策立案する立場となった今も非常
に役立っています。

  帰国後の仕事
帰国後、タジキスタン観光分野の課題であったビザ取得
手続きの簡素化や、地方・山岳地帯の観光業の発展に注
力してきました。政府主導での観光促進政策の舵を取り、
国外からの観光客の増加に尽力しています。日本で学ん
だ他国の経験や政策などが私の知見を広げ、その知見が
タジキスタンの国情に合った政策作りにつながっている
と実感しています。

（※上記エピソードは前職就任時のもの）

留 学 先：�立命館アジア太平洋大学大学院 
アジア太平洋研究科

留学期間：2014 ～ 2016 年
所　　属：労働大臣

アモンゾダ・シリン氏
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  留学での学び
在日本カンボジア大使が前の上司であったこともあり、
留学中はカンボジア大使館と頻繁に交流し、日・メコン
首脳会議にも参加させてもらいました。また、JDS 関連
のイベントにも欠かさず参加しました。その中でも特に
日本の行政官との交流イベントは、私の専門分野のネッ
トワーク構築に役立っています。

  帰国後の仕事
帰国後、カンボジアの代表メンバーとして第 10 回日・
メコン地域諸国首脳会議に出席しました。その際には、
留学中に得た日本人行政官とのつながりのおかげで、調
整等をスムーズに行うことができ、会議全体も無事成功
に終えることができました。

留 学 先：早稲田大学大学院アジア太平洋研究科
留学期間：2016 ～ 2018 年
所　　属：�カンボジア外務国際協力省 

メコン協力部 副チーフ

フン・ソティアロット氏

C
A

M
B

O
D

IA
P

H
ILLIP

IN
E

S

  留学での学び
留学中は、公共政策の中でも特に公務員のモチベーショ
ン構造に関する研究をしました。日本で修士号を取得し
たことは、どんな大きな壁も努力すれば登ることができ
るという確信につながり、帰国した今でも困難な業務に
直面しても自信を持って対応できるようになりました。

  帰国後の仕事
フィリピンは現在、ビジネス環境の改善を通じた外資の
誘致を目的に様々な法整備を進めています。私が参画
している政府手続の簡素化・効率化を推進する Ease of 
Doing Business 法もその一つです。留学経験を通じて、
フィリピンの公務員制度や法整備状況を俯瞰的に見るこ
とができ、自信を持って発言できることを実感していま
す。そのパフォーマンスが認められ、帰国後から 1 年程
で現在の職位に昇進しました。

留 学 先：�明治大学専門職大学院ガバナンス研究科 
（公共政策大学院）

留学期間：2015 ～ 2017 年
所　　属：�公務員委員会 スーパーバイジング・ 

ヒューマン・リソース・スペシャリスト

ディッタ・マエ・カマチョ・シエナ氏

JDS 留学で養われたのは、俯瞰的に事業を見る視点とチームで発言する自信

JDS 留学で形成したネットワークが今の仕事を支えている
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